











Regional Contribution of the Local University, and Recurrent Education：  





























                                             























１） 調査対象：高知大学 土佐フードビジネスクリエーター人材創出事業 





インタビュー内容     













で，予算面で見通しがついた。そして，平成 20 年度に南国市，香美市，香南市，22 年度には高知
市と連携し，地域自治体との連携を促進した。平成 24 年度までの 5 年間は文部科学省の補助金によ
り運営できた。 
その後，平成 24 年 12 月に高知県と高知大学との包括連携協定を締結し，平成 25 年度からは高知
県の寄附講座として運営している。加えて，近隣の市町村，金融機関，企業，団体等からの支援に
より実施している。 
平成 27 年度には高知大学が中心の「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC+）」１  に
採択され，その一部としてこの事業も位置付けられている。 
平成 28 年度に文部科学省「職業実践力育成プログラム（BP）」２  に採択され，平成 20 年度から










平成 19 年度 高知県食料産業クラスター協議会（農林水産省）設立 
平成 20～24 年度 
【高知大学土佐 FBC 人材創出事業】 
「地域再生人材創出拠点形成」（文部科学省科学技術戦略推進事業）
採択  
平成 25～29 年度 
【高知大学土佐 FBC 人材創出事業Ⅱ】 
高知県寄付講座として事業継続 
平成 27 年度～現在 「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC+）」採択 
平成 28 年度～現在 「職業実践力育成プログラム（BP）」（文部科学省）採択 
【プログラム内容】 
表 2 プログラムの内容（時間），受講料 








実験技術 or 現場実践学（40h） 
40,000 円 
C 座学（160h） 30,000 円 
選択 座学（80h 以内） 15,000 円 
企業 座学（40h 以内） 7,500 円 
学外 座学（40h 程度） 10,000 円 
食 Pro. 座学と実習（40h 以内） 7,500 円 
（高知大学でのインタビュー時に頂いた資料を基に筆者作成） 
 
平成 28 年度のプログラムは，A コース（座学 160 時間+実習 80 時間+課題研究 最長 800 時間），B
コース（座学 160 時間+実習 40 時間），C コース（座学 160 時間）の 3 コースと，選択受講コース（座
学 80 時間以内），企業研修コース（座学 40 時間以内），学外教室（座学 40 時間程度），食 Pro.コー
ス（40 時間以内）がある。A・B・C コース受講生には，食 Pro.特別プログラム 7 時間の受講（別途
受講料必要なし）で「食の 6 次産業化プロデューサー」を取得できる。南国市，香美市，香南市は
受講料半額補助制度がある。 
また，平成 28 年度より「職業実践力育成プログラム（BP）」２  （文科省）に採択され，厚生労働
省の「教育訓練給付金（専門実践教育訓練）」３  の支給対象となっているが，受講料補助は誰も受
































経営的な視点を有する農業従事者 77 名 8 名 
選択 （80h 以内） 特定分野に対する専門的知識の習
得者 98 名 32 名 企業 （40h 以内） 
学外 （40h 程度） 通学困難地域での出前授業 
合計   354 名 
（高知大学でのインタビュー時に頂いた資料を基に筆者作成） 
 
上記の通り 8 年間で 354 名が修了している。そして，平成 28 年度は 51 名が受講中で，平成 28
年度末までの 9 年間で 400 名を超す予定である。 
 
【受講生・修了生の状況と効果】 
受講生の属性について，平成 28 年度では食品加工業 52％と一次産業 14％で，女性比率が 55％，
年代別では 30 歳代と 40 歳代が多く両方で 60％を超えている。 
修了生は 8 年間で 350 名を超え，持続的なネットワーク形成を目指した「土佐 FBC 倶楽部」が組
織されている。3 か月に 1 回のセミナーと懇親会が開催されて，コラボレーションや新商品開発・
販路開拓などのビジネスマッチングの場となっている。技術相談や共同研究も生まれ，平成 27 年度
の共同研究は 3 件（井上石灰工業，夢産地とさやま開発公社，馬路村農業協同組合）で，企業団体
からの研究経費は 1,687,000 円になっている。土佐 FBC をきっかけに開発・改良された商品も生ま
れており，修了生による経済効果は，平成 25 年度 1.6 億円，平成 26 年度 4.3 億円，平成 27 年度
5.1 億円と伸びており，平成 29 年度には 9.4 億円を目標としている。 
国内外の展示商談会にも出展をサポートしており，アグリフード EXPO 大阪 2017 では，高知大学
土佐 FBC のブースで本事業から生まれた商品の出展がされていた。ブース等の出展費用は大学予算
から支出し，交通費等は出展企業団体が負担しているそうである（高知大学地域連携推進センター 
フードビジネスクリエーター人財創出拠点 特任准教授吉金優先生，平成 29 年 2 月 22 日，アグリフ
ード EXPO 展示会場にて聞き取り）。 
 【事業費の確保】 
平成 20～24 年度は「地域再生人材創出拠点形成」（文部科学省科学技術戦略推進事業）の採択に
より，約 5 千万円×5 年間で約 2 億 5 千万円の支援を受け運営した。 
平成 25 年度からは高知県の寄附講座として継続し，高知県，市長会，町村会，発足時の自治体，
金融機関，企業，団体などの支援により運営している。ちなみに平成 28 年度の事業費割合は，高知
大学 1,500 万円，高知県 1,250 万円，市町村振興協会 500 万円，四国銀行 50 万円，JA50 万円，高













































注 1  文部科学省「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC+）」
http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kaikaku/coc/（平成 29 年 2 月 26 日閲覧）  
注 2  文部科学省「職業実践力育成プログラム（BP）認定制度について」
http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/bp/（平成 29 年 2 月 26 日閲覧） 
注 3  文部科学省「厚生労働省の教育訓練給付制度との連携」
















This research aims at extracting the hints to manage cooperative project for the regional 
universities to regions to contribute to sustainable new value creation more efficiently. An interview 
was conducted to Kochi University, which is one of the advanced universities, to investigate the 
circumstances of project, achievement, cost, and method for their procurement. Based on them, the 
hints for new sustainable value creation by cooperation of regional universities and regions were 
extracted. 
As a result, following five points were extracted. 1. Perceiving problems and requests of the 
region exactly. 2. Utilizing various human resources, such as research institutions inside and outside 
the prefecture not only in the university. 3. Building the network of graduate students, and offering 
opportunities to expand it. 4. Strategic and continuous acquisition of operating expenses. 5. 
Reconciling of ideas and opinions off each other to cooperate efficiently. The most important point is 
“5. Reconciling of ideas and opinions of each other to cooperate efficiently.” which means that for the 
regional university, the most important point is communication with stakeholders such as the local 
public body to contribute them. 
